
【別記３】
後継者育成支援区分
第１　事業の内容
　第４で定める補助事業の対象となる親族（以下、「対象親族」という。）を県外等からＵターン就農させ、経営体の後継者として育成を行う認定農業者等に対して助成を行う市町村等の事業に対して補助する。
第２　事業の区分、補助対象経費及び補助率

　前条に規定する補助事業は、（１）研修機関受講タイプ、（２）地域講座受講タイプとし、補助対象経費及び補助率は、別表第３に定めるとおりとする。

ただし、算出された交付額に1,000円未満の端数を生じた場合は、その端数を切り捨てるものとする。

第３　対象農業者

　補助事業の対象となる農業者（以下「対象農業者」という。）の要件は、次のとおりとする。

ア　地域農業の振興のために、市町村等が必要と認める者であること。

イ　認定農業者又は人・農地プランにおいて中心となる経営体として位置づけられている者であって、対象親族に必要な研修を実施することができると認められる者であること。

ウ　法人の場合は一戸一法人であること。

エ　対象親族をＵターン就農させ、農業経営の改善や発展に取り組むこと。

オ　事業の申請前に家族経営協定を締結し、対象親族の経営体における責任と役割を明確にし、利益の分配を行うこと。

カ　対象親族や家族と将来の経営継承等について話し合いを行い、経営継承等計画書を作成すること。

キ　前に当該補助事業（旧親元就農応援区分及び後継者育成発展支援区分を含む。）を受けていないこと（対象農業者につき１回限りの利用であること。）。

第４　対象親族

　対象親族の要件は、次のとおりとする。

ア　義務教育を修了し、15歳以上65歳未満であること。ただし、補助事業者において、この範囲内において別に年齢を制限することを妨げない。

イ　対象農業者（法人の場合は経営主）の３親等以内の親族（原則、尊属を除く。）に該当する者であること。

ウ　対象農業者（法人の場合は経営主）の農業経営体の改善や発展に貢献する意志があると認められ、将来、当該農業経営を継承（法人の場合は共同経営を含む）する予定の者であること。

エ　会議において、産地や地域の振興のために必要と認める者であること。

オ　就農以前に１年以上高知県外に在住しており高知県内に転居後１年以内に新たに就農する者、又は１年以上他産業等に従事していた者で離職後１年以内に新たに就農する者（以下、両者を「Ｕターン就農者」という。）であり、Ｕターン就農者であることが確認できること（新卒者については、在学等が確認できること。）。ただし、新規学卒者については、１親等が非農家の場合には対象とする。

カ　対象農業者の経営に従事してから２年以内の者であること。

キ　原則として高知県内で農業（雇用就農及び親元就農を含む）を開始していないこと。ただし、前号に該当する期間を除く。

第５　後継者育成研修

補助事業の対象となる研修期間は１年とし、そのうち３ヶ月以上６ヶ月未満は農業担い育

育成センター及び高知県畜産担い手育成畜舎において研修（以下、「経営レベルアップ研修」という。）を行うこと。ただし、地域講座受講タイプで研修を行う場合には、当該産地の指導農業士のもとで行う３ヶ月以上の地域実践研修と県が協議のうえ認めた地域の基礎講座を受講することをもって代えることができる。

（１）上記の研修期間のうち経営レベルアップ研修を除く期間は、対象農業者が対象親族に研

修を行うとともに、月１回以上は、県農業振興センター、農業協同組合又は地域の生産部

会等が行う外部研修を対象親族に受けさせること。

（２）１年間における研修時間は、概ね1,200時間以上、１日の研修時間は８時間以内を原則と

する。ただし、災害、事故、農繁期等のやむを得ない事由が生じた場合は、この限りでな

い。また、農閑期等における１ヶ月の研修時間は、概ね80時間以上とする。

（３）市町村等は、研修の実施に当たり、地域担い手育成総合支援協議会等の関係機関と

連携して、対象親族の研修計画の作成及び適切な研修の実施を支援するものとする。

第６　市町村等からの交付

　市町村等は、対象親族が経営レベルアップ研修を修了し、技術や知識を身に付けたことを対象農業者から確認した場合は、対象農業者の請求に基づき交付することができる。

第７　研修修了報告及び就農状況報告

１　対象農業者及び対象親族は、市町村等に１年の親元研修が終了した日の翌日から起算して30日以内に、研修修了報告書を提出しなければならない。

２　対象農業者及び対象親族は、事業実施主体に研修終了後から２年間、就農状況報告書を提出しなけければならない。

３　上記２に規定する就農状況報告書の提出は、原則として毎年７月末までに行うこととし、前年の７月１日から当年６月30日までの１年間に係る報告を行うものとする。

４　上記２に規定する就農状況報告書の提出においては、対象期間の終了日の翌日から起算して30日以内に就農状況報告を市町村等に提出するものとする。

５　市町村等は、前各項に規定する親元研修修了報告書及び就農状況報告書の提出状況について取りまとめ、毎年８月末までに会議へ報告しなければならない。

第８　補助事業の変更

市町村等は、補助事業の内容又は経費の配分について、要綱第10条の各号又は次のいずれかに該当する重要な変更をしようとするときは、事前に会議と協議の上、補助金変更承認申請書を会議に提出し、その承認を受けなければならない。

（１）対象親族の研修の中止

（２）経営レベルアップ研修の時期又は期間の変更

第９　事業実施状況の確認及び改善等指導

会議は、市町村等、対象農業者及び対象親族に対して、必要な調査及び指導を行うことができる。

第10　補助金の実績報告
　市町村等は、補助事業が完了した場合は、補助事業の完了した日から起算して30日を経過した日又は補助事業の実施年度の３月31日のいずれか早い日までに、補助金実績報告書を補助事業者に提出しなければならない。ただし、これにより難い場合は、翌年度の４月７日までに提出しなければならない。
第11　補助金の返還等
　会議は、要綱第14条各号及び次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補助金の交付の決定を変更若しくは取り消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部の返還を命じなければならない。ただし、病気、災害等のやむを得ない事情があると会議が県と協議のうえ認めた場合（要綱第14条第１号、第２号又は第６号に該当する場合を除く。）は、この限りでない。
（１）対象親族が研修をしなかったとき。

（２）対象農業者や経営レベルアップ研修の受入機関等が、対象親族が必要な技能を取得する

ことができないと判断し研修を中止したとき。

（３）対象親族が、１年の親元研修終了後から２年以上、就農を継続しなかったとき。

　（４）第７に規定する親元研修修了報告及び就農状況報告を提出しなかったとき。

○別表第３（別記３第２関係）
	後継者育成支援区分

	交付対象経費
及び交付の要件
	１　交付対象経費は、要綱等の規定に基づき対象農業者に支給する対象親族の研修に要する研修助成金とする。
２　研修助成金の使途は、農業研修に要する経費、地域農業者等との交流会費、農業資材費、研修中の生活費等で、会議が適当であると認めるものとする。
３　対象農業者につき、１回限りとする。
４　国及び県が行うその他の農業研修への支援を受ける場合は、補助対象外とする。

	
	
	研修機関受講タイプ
	交付対象経費上限額
	１　研修期間は１年とする。

２　研修期間中かつ事業採択された年度内において、３ヶ月以上６ヶ月未満、高知県立農業担い手育成センター及び高知県畜産担い手育成畜舎で経営レベルアップ研修を受講すること。

３　年額１２０万円以内とする。

	
	
	
	補助率
	２分の１以内

	
	
	地域講座受講タイプ
	交付対象経費上限額
	１　研修期間は１年とする。
２　研修期間中かつ事業採択された年度内において、３ケ月以上６ヶ月未満、対象農業者が所属する産地の担い手農家（指導農業士）のもとで地域実践研修を受講すること。
３　年額９０万円以内とする。

	
	
	
	補助率
	２分の１以内


（注）研修助成金の金額については、研修生の研修環境及び地域の実情を考慮するものとする。
